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議案第 ３６ 号 

令和７年度成田市下水道事業会計予算 

 

(総  則) 

  第１条 令和７年度成田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

(業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 処 理 区 域 内 人 口 １０５，７００ 人 

 （２） 年 間 有 収 水 量 １０，８０５，５００ ｍ3 

 （３） 一 日 平 均 有 収 水 量 ２９，６０４ ｍ3 

 （４） 主 要 な 建 設 改 良 事 業  

   管 渠 整 備 事 業 ６７９，１１５ 千円 

   ポ ン プ 場 整 備 事 業 ７４７，４１９ 千円 

 

(収益的収入及び支出) 

  第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                          収                    入         

 第１款 下 水 道 事 業 収 益 ３，６９７，３４６ 千円 

  第１項 営 業 収 益 １，５７５，５８１ 千円 

  第２項 営 業 外 収 益 ２，１２１，７６５ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 下 水 道 事 業 費 用 ３，７１９，２２８ 千円 

  第１項 営 業 費 用 ３，６３６，４２３ 千円 

  第２項 営 業 外 費 用 ７８，８０５ 千円 

  第３項 予 備 費 ４，０００ 千円 
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(資本的収入及び支出)  

  第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

２９４，８５４千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０６，５１６千円及び当年度分損益勘定留保資金   

１８８，３３８千円で補てんするものとする。)。 

 

                          収                    入   

 第１款 資 本 的 収 入 １，６２０，３０３ 千円 

  第１項 企 業 債 １，２２８，０００ 千円 

  第２項 出 資 金 ８０，５８０ 千円 

  第３項 補 助 金 ３０８，７４０ 千円 

  第４項 工 事 負 担 金 ２，９８３ 千円 

                           支                    出                  

 第１款 資 本 的 支 出 １，９１５，１５７ 千円 

  第１項 建 設 改 良 費 １，５４６，４１６ 千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金 ３６７，７４１ 千円 

  第３項 予 備 費 １，０００ 千円 
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 (債務負担行為) 

  第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

県営水道給水区域下水道使用料徴収事務電算シ

ステム開発等に係る負担金 
令和８年度から令和１１年度まで ５，０８７千円 

根木名川雨水1号幹線整備工事 令和８年度 ３００，０００千円 

調整池築造工事負担金 令和８年度 ４８８，５００千円 

根木名川雨水4号幹線ポンプ施設設置工事 令和８年度 １５０，０００千円 

 

 

(企  業  債) 

  第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利         率 償   還   の   方   法 

成田市下水道事業 1,228,000千円 

普 通 貸 借 

又 は 

証 券 発 行 

5.0％以内(ただし､利率見直し方

式で借り入れる政府資金及び地

方公共団体金融機構資金につい

て､利率の見直しを行った後にお

いては､当該見直し後の利率) 

借入先の融通条件による｡ただし、

企業財政その他の都合により繰上

償還又は低利債に借り換えするこ

とができる｡ 
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(一時借入金) 

  第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。 

 

 

(予定支出の各項の経費の金額の流用) 

  第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）  営業費用と営業外費用の間の流用 

 

 

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

  第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費 

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）  職 員 給 与 費  １０２，３３３ 千円 

 

(他会計からの補助金) 

  第１０条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１８０，９１７千円である。 

 

 

 

        令和７年２月２１日提出 

 

                                                                       成田市長  小 泉 一 成 
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 下水道事業収益 3,697,346 

1 営業収益 1,575,581 

1 下水道使用料 1,402,536 

2 負担金 172,695 

3 その他営業収益 350 

2 営業外収益 2,121,765 

1 他会計負担金 180,917 

2 長期前受金戻入 1,929,425 

3 消費税及び地方消 10,000 

費税還付金

4 雑収益 1,423 

款

令和７年度成田市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

項 目
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 下水道事業費用 3,719,228 

1 営業費用 3,636,423 

1 管渠費 61,657 

2 ポンプ場費 171,732 

3 総係費 196,534 

4 流域下水道事業維持管 871,074 

理費

5 減価償却費 2,332,426 

6 資産減耗費 3,000 

2 営業外費用 78,805 

1 支払利息及び企業債 78,305 

取扱諸費

2 雑支出 500 

3 予備費 4,000 

1 予備費 4,000 

款 項 目
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(収  入)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的収入 1,620,303 

1 企業債 1,228,000 

1 企業債 1,228,000 

2 出資金 80,580 

1 出資金 80,580

3 補助金 308,740 

1 国庫補助金 308,740 

4 工事負担金 2,983 

1 受益者負担金 2,983 

款 項 目

資本的収入及び支出
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(支  出)

予 定 額  (千円) 備          考

1 資本的支出 1,915,157 

1 建設改良費 1,546,416 

1 管渠費 679,115 

2 ポンプ場費 747,419 

3 流域下水道事業建 90,894 

設費負担金

4 事務費 28,988 

2 企業債償還金 367,741 

1 企業債償還金 367,741 

3 予備費 1,000 

1 予備費 1,000 

目項款
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給    与    費    明    細    書
１．総    括

区      　分
職 員 数（人） 給      与      費

計特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当

本　年　度 0 11 0 44,719 39,477 84,196 18,137 102,333 

4,932 6,984 △ 727 6,257 

34,545 77,212 18,864 96,076 

比　　　較 0 0 2,052 

11前　年　度 0 0 42,667 

0

時間外勤務 管 理 職 期末・勤勉 休日勤務

(単位 千円)

手当の

内  訳

区  分
扶    養 地　　域 住    居 通    勤 特殊勤務

本年度

前年度 1,134 

手      当 手    当

456 1,190 11 8,050 1,293 

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

1,116 6,128 

0 2,586 549 1,621 0 比  較 △ 18 265 0 △ 71 

(単位 千円)

手      当 手    当

合　計法定福利費

5,863 456 1,261 

21,183 50 

50 5,464 744 11 19,562 
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２．給料及び手当の増減額の明細

給  料 2,052 1.給与改定に伴う 1,121

  増減分

2.昇給に伴う増加分 437

3.その他の増減分 494  職員数の異動状況

 本年度 11 人 0 人 11 人

 前年度 11 人 0 人 11 人

 増  減 0 人 0 人 0 人

手  当 1.制度改正に伴う 447  期末・勤勉手当 447

  増減分

2.その他の増減分 4,485  扶養手当 △ 18

 地域手当 265

 通勤手当 △ 71

 時間外勤務手当 2,586

 管理職手当 549

 期末・勤勉手当 1,174

前年度　給料の改定率　4.04%

　　　　給与改定の実施時期　令和6年4月

 平均昇給率 1.27%

(現に在職する職員数)   (その他)     (計)

4,932  年間支給率　4.50月分　→　4.60月分

（千円）

給与改定の状況

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
区分

（千円）
備            考

説         明

（千円）
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３．給料及び手当の状況

 (１)職員１人当たり給与

一般行政職

323,941  円

450,083  円

41 歳  4 月

316,618  円

415,062  円

39 歳  4 月

 (２)初  任  給

194,500 円 211,000  円

225,600 円 (18歳運転手の場合)

区                          分

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平   均   年   齢

平   均   年   齢

令 和 7 年 1 月 1 日
現 在

高  校  卒

大  学  卒

技 能 労 務 職

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

一 般 行 政 職

令 和 6 年 1 月 1 日
現 在

区        分
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 (３)級別職員数

級 級

（級別の基準となる職務）

係　　長

 6    級 

主    査

5    級

0.0

課　　長

8    級

9.1

9.1

9.1

27.25

100.0

8

計

4

1

1

9.1

0.0

3

8.3

35

8

9

6

令和6年1月1日

現 在

0

1

1

計

8.3

1

0

1

1

3

1

11

1

8.3

27.25

9.1

25.1

1

区       分

6

副 主 査

9

2

4

8.3 2

3

8.3

区    分

一般行政職

2    級

令和7年1月1日

現 在

一   般   行　政　職

職員数（人）

7

3

7

5

7    級

課長補佐主    事

3    級

主任主事

4    級

構成比（％）
区       分

4 33.4

12

一   般   行　政　職

職員数（人） 構成比（％）

100.0

9    級

部    長
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 (４)昇給

職     員     数        (Ａ) 11 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 10 人

4号給 8 人

5号給 1 人

6号給 1 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 90.9 ％

職     員     数        (Ａ) 11 人

昇給に係る職員数    (Ｂ) 11 人

4号給 9 人

5号給 1 人

6号給 1 人

比           率      (Ｂ)／(Ａ) 100.0 ％

 (５)特殊勤務手当

0.02 ％

8.3 ％

支給対象職員１人当たり平均支給月額 300 円

代表的な特殊勤務手当の名称 高 所 等 作 業 手 当

本
 
年
 
度

一 般 行 政 職

前
 
年
 
度

給料総額に対する比率

区          分

支給対象職員の比率（令和7年1月1日現在）

　 号 給 数 内 訳

一 般 行 政 職区              分

号 給 数 内 訳
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 (６)期末手当・勤勉手当

6月 12月

（1.200 月分） （1.200 月分） （2.40 月分）

  2.300 月分   2.300 月分    4.60 月分

（1.175 月分） （1.175 月分） （2.35 月分）

  2.250 月分   2.250 月分    4.50 月分

（1.200 月分） （1.200 月分） （2.40 月分）

  2.300 月分   2.300 月分    4.60 月分

　※支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、定年前再任用短時間勤務職員に係る支給率である。

 (７)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区     分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 備      考

一般会計の制度

(支給率等)

 (８)その他の手当

区     分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支 給 率 等 24.586875 月分

区     分

本  年  度

前  年  度

一般会計の制度

支 給 期 別 支 給 率

33.27075 月分

備        考

　2 ％ ～ 20 ％ 加算

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

　2 ％ ～ 20 ％ 加算

級等による加算措置

有

有

有

47.709 月分

支給率計

47.709 月分

同         じ

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同         じ

24.586875 月分 33.27075 月分 47.709 月分

同         じ

同         じ

職制上の段階、職務の

47.709 月分
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下水道使用料徴収事務委託料 511,897

令和7年度 37,400 37,400 0 0

6,935 0 0

玉造中継ポンプ場破砕機更新
工事

37,400 令和6年度

令和7年度から
令和9年度まで

2,573

6,935

3,860

公営企業会計システム借上料 9,986
令和4年度から
令和6年度まで

令和7年度から
令和9年度まで

損益勘定
留保資金

2,972

－

千円

支 払 義 務 発 生

千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

45,668

千円

消費税を加えた額の範囲内

事　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の

458,910

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生

金　額 期　間 金　額期　間

（ 見 込 ） 額

千円

0令和元年度から
令和6年度まで

410,059

予 定 額

企業債 その他

千円

左 の 財 源 内 訳

千円

県営水道給水区域下水道使用
料徴収事務電算システム負担
金

6,433 令和5年度から
令和6年度まで

－

45,668 0

511,897 0 0

下水道使用料等徴収事務委託
料

0 0 3,860

令和7年度

令和6年度
令和7年度から
令和12年度まで

下水道施設に係る維持管理経
費

112,455 令和6年度

－
令和8年度から
令和11年度まで

令和7年度 112,455 0 0 112,455－

511,897

5,0870
県営水道給水区域下水道使用
料徴収事務電算システム開発
等に係る負担金

5,087 － 5,087 0
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0 0根木名川雨水4号幹線ポンプ
施設設置工事

150,000 － － 令和8年度 150,000 150,000

令和8年度 488,500 488,500 0 0調整池築造工事負担金 488,500 － －

300,000 192,000 0 108,000

千円 千円 千円

根木名川雨水1号幹線整備工
事

300,000 － － 令和8年度

千円 千円 千円

前 年 度 末 ま で の

その他

事　　　　項

左 の 財 源 内 訳

企業債金　額 期　間 金　額

（ 見 込 ） 額 予 定 額

期　間

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

限　度　額

損益勘定
留保資金

当 該 年 度 以 降 の

- 17 -



（
単

位
　

千
円

）

１
 
固

定
資

産

（
１

）
有

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
土

地
1
,
8
4
8
,
7
4
7

 
ロ

 
 
建

物
4
6
3
,
7
0
7

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 

△
1
1
2
,
8
9
8

3
5
0
,
8
0
9

 
ハ

 
 
構

築
物

6
2
,
8
9
1
,
4
3
1

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
1
4
,
4
9
9
,
1
3
4

4
8
,
3
9
2
,
2
9
7

 
ニ

 
 
機

械
及

び
装

置
1
,
9
6
5
,
9
7
7

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
6
0
6
,
1
2
8

1
,
3
5
9
,
8
4
9

 
ホ

 
 
工

具
、

器
具

及
び

備
品

6
6
1

 
　

　
減

価
償

却
累

計
額

　
 
 　

△
3
7
2

2
8
9

 
ヘ

 
 
建

設
仮

勘
定

1
4
6
,
9
8
3

有
形

固
定

資
産

合
計

5
2
,
0
9
8
,
9
7
4

（
２

）
無

形
固

定
資

産

 
イ

 
 
施

設
利

用
権

1
,
5
0
1
,
0
2
2

無
形

固
定

資
産

合
計

1
,
5
0
1
,
0
2
2

（
３

）
投

資
そ

の
他

の
資

産

 
イ

 
 
そ

の
他

投
資

7
,
0
0
0

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

7
,
0
0
0

固
定

資
産

合
計

5
3
,
6
0
6
,
9
9
6

２
 
流

動
資

産

（
１

）
現

金
預

金
7
8
5
,
1
0
0

（
２

）
未

収
金

2
1
7
,
1
8
8

貸
倒

引
当

金
△

4
,
0
0
0

2
1
3
,
1
8
8

流
動

資
産

合
計

9
9
8
,
2
8
8

資
産

合
計

5
4
,
6
0
5
,
2
8
4

令
和

７
年

度
 
 
成

田
市

下
水

道
事

業
予

定
貸

借
対

照
表

 
(
令

和
８

年
３

月
３

１
日

)

資
 
 
産

 
 
の

 
 
部
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（
単
位
　
千
円
）

３
 
固
定
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

6
,
3
8
3
,
7
8
3

 
 
 
 
 
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

2
3
,
8
0
8

企
業
債
合
計

6
,
4
0
7
,
5
9
1

固
定
負
債
合
計

6
,
4
0
7
,
5
9
1

４
 
流
動
負
債

（
１
）
企
業
債

 
イ
 
 
建
設
改
良
費
等
の
財
源
に

3
5
6
,
7
6
7

 
 
 
　
充
て
る
た
め
の
企
業
債

 
ロ
 
 
そ
の
他
の
企
業
債

5
,
9
3
8

企
業
債
合
計

3
6
2
,
7
0
5

（
２
）
未
払
金

3
1
2
,
5
5
5

（
３
）
引
当
金

 
イ
 
 
賞
与
引
当
金

8
,
3
2
5

引
当
金
合
計

8
,
3
2
5

（
４
）
そ
の
他
流
動
負
債

4
1
0

流
動
負
債
合
計

6
8
3
,
9
9
5

５
 
繰
延
収
益

長
期
前
受
金

5
4
,
4
2
6
,
4
5
1

長
期
前
受
金
収
益
化
累
計
額

△
1
3
,
4
7
3
,
7
1
3

繰
延
収
益
合
計

4
0
,
9
5
2
,
7
3
8

負
債
合
計

4
8
,
0
4
4
,
3
2
4

６
 
資
本
金

5
,
0
1
6
,
2
0
7

７
 
剰
余
金

（
１
）
資
本
剰
余
金

 
イ
 
 
国
庫
補
助
金

1
9
1
,
8
8
9

 
ロ
 
 
県
補
助
金

3
,
9
7
0

 
ハ
 
 
受
益
者
負
担
金

5
3
,
2
5
8

 
ニ
 
 
受
贈
財
産
評
価
額

1
7
9
,
0
0
7

 
ホ
 
 
そ
の
他
資
本
剰
余
金

1
,
1
2
3
,
4
2
4

資
本
剰
余
金
合
計

1
,
5
5
1
,
5
4
8

（
２
）
利
益
剰
余
金

 
イ
 
 
減
債
積
立
金

6
4
,
7
1
9

 
ロ
 
 
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

△
7
1
,
5
1
4

利
益
剰
余
金
合
計

△
6
,
7
9
5

剰
余
金
合
計

1
,
5
4
4
,
7
5
3

資
本
合
計

6
,
5
6
0
,
9
6
0

負
債
・
資
本
合
計

5
4
,
6
0
5
,
2
8
4

負
 
 
債
 
 
の
 
 
部

資
 
 
本
 
 
の
 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要
な
会
計
方
針
 

1
 

固
定
資
産
の
減
価
償
却
の
方
法
 

（
1
）
有
形
固
定
資
産
（
リ
ー
ス
資
産
を
除
く
。）

 

・
減
価
償
却
の
方
法

 
 
 
 

定
額
法
に
よ
る
。
 

・
主
な
耐
用
年
数
 

建
物

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8
 
～
 
5
0
年
 

構
築
物

 
 
 
 
 
 
 
 
1
0
 
～
 
5
0
年
 

機
械
及
び
装
置

 
 
 
 
 
 
6
 
～
 
3
0
年
 

車
両
運
搬
具

 
 
 
 
 
 
 
4
 
～
 
 
5
年
 

工
具
、
器
具
及
び
備
品

 
 
 
5
 
～
 
 
8
年
 

（
2
）
無
形
固
定
資
産
（
リ
ー
ス
資
産
を
除
く
。）

 

・
減
価
償
却
の
方
法

 
 
 
 

定
額
法
に
よ
る
。
 

・
主
な
耐
用
年
数
 

施
設
利
用
権

 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
5
年
 

（
3
）
リ
ー
ス
資
産
 

・
所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
 

自
己
所
有
の
固
定
資
産
に
適
用
す
る
減
価
償
却
方
法
と
同
一
の
方
法
に
よ
る
。
 

・
所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
 

通
常
の
賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
る
。
 

2
 

引
当
金
の
計
上
方
法
 

（
1
）
退
職
給
付
引
当
金
 

本
市
は
、
退
職
手
当
組
合
に
加
入
し
て
お
り
、
一
般
会
計
と
の
取
り
決
め
に
よ
り
、
追
加

的
負

担
は
全

額
一
般

会
計
に
お

い
て

措
置

す
る
こ

と
と
な
っ

て
い

る
た

め
、
退

職
給
付
引

当
金
は
計
上
し
て
い
な
い
。
 

（
2
）
賞
与
引
当
金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉
手

当
の
支

給
及

び
こ
れ

に
係
る

法
定
福

利
費

の
支
出

に
備
え

る
た

め
、
当
年
度
末
に
お
け
る
支
給
（
支
払
）
見
込
額
に
基
づ
き
、
当
年
度
の
負
担
に
属
す
る
額

を
計
上
し
て
い
る
。
 

（
3
）
貸
倒
引
当
金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に
よ

る
損
失

に
備

え
る
た

め
、
実

績
率
等

に
よ

る
回
収

不
能
見

込
額

を
計
上
し
て
い
る
。
 

3
 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
は
税
抜
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。
 

 Ⅱ
．
予
定
貸
借
対
照
表
関
連
 

企
業
債
の
償
還
に
係
る
他
会
計
の
負
担
 

予
定

貸
借
対
照
表
に
計
上
さ
れ
て
い
る
企
業
債
（

1
年
内
に
償
還
予
定
の
も
の
も
含
む
。
）

 

の
う
ち
、
一
般
会
計
が
負
担
す
る
と
見
込
ま
れ
る
額
は

1,
6
9
2
,
2
4
5
千
円
で
あ
る
。
 

 

- 20 -



Ⅲ
．
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
の
開
示

 

成
田
市

下
水
道
事
業
は
、
事
業
全
体
を
も
っ
て
単
一
セ
グ
メ
ン
ト
と
し
て
い
る
。
 

 

Ⅳ
．
リ
ー
ス
契
約
に
よ
り
使
用
す
る
固
定
資
産
 

所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
未
経
過
リ
ー
ス
料
相
当
額
 

１
年
内

 
  
3
,
7
87

千
円
 

１
年
超

 
  
6
,
2
39

千
円
 

計
 
 
 
 
1
0,
0
2
6
千
円
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（
単
位
 
千
円
）

１
　
　
　
営
業
収
益

　
（
１
）
　
下
水
道
使
用
料

1
,
2
4
6
,
8
7
2

　
（
２
）
　
負
担
金

1
7
6
,
3
1
2

　
（
３
）
　
そ
の
他
営
業
収
益

2
6
0

1
,
4
2
3
,
4
4
4

２
　
　
　
営
業
費
用

　
（
１
）
　
管
渠
費

5
9
,
7
7
2

　
（
２
）
　
ポ
ン
プ
場
費

1
7
5
,
6
9
2

　
（
３
）
　
総
係
費

1
8
5
,
6
3
9

　
（
４
）
　
流
域
下
水
道
事
業
維
持

6
8
3
,
4
1
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
管
理
費

　
（
５
）
　
減
価
償
却
費

2
,
3
0
9
,
2
7
7

　
（
６
）
　
資
産
減
耗
費

6
,
7
9
2

3
,
4
2
0
,
5
9
0

　
　
　
営
業
損
失

1
,
9
9
7
,
1
4
6

３
　
　
　
営
業
外
収
益

　
（
１
）
　
他
会
計
負
担
金

1
2
6
,
1
3
1

　
（
２
）
　
長
期
前
受
金
戻
入

1
,
9
2
8
,
3
3
8

　
（
３
）
　
雑
収
益

1
,
8
0
9

2
,
0
5
6
,
2
7
8

４
　
　
　
営
業
外
費
用

　
（
１
）
　
支
払
利
息
及
び
企
業
債

6
9
,
0
3
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
取
扱
諸
費

　
（
２
）
　
雑
支
出

1
0
,
7
4
9

7
9
,
7
8
7

1
,
9
7
6
,
4
9
1

　
　
　
経
常
損
失

2
0
,
6
5
5

５
　
　
　
特
別
利
益

　
（
１
）
　
過
年
度
損
益
修
正
益

6
,
0
1
6

6
,
0
1
6

6
,
0
1
6

　
　
　
当
年
度
純
損
失

1
4
,
6
3
9

　
　
　
前
年
度
繰
越
利
益
剰
余
金

0

　
　
　
当
年
度
未
処
理
欠
損
金

1
4
,
6
3
9

令
和
６
年
度
 
成
田
市
下
水
道
事
業
予
定
損
益
計
算
書

（
令
和
６
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
７
年
３
月
３
１
日
ま
で
）
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（
単
位
　
千
円
）

１
 
固
定
資
産

（
１
）
有
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
土
地

1
,
8
4
8
,
7
4
7

 
ロ
 
 
建
物

4
0
7
,
7
3
8

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 

△
9
4
,
7
3
3

3
1
3
,
0
0
5

 
ハ
 
 
構
築
物

6
1
,
7
4
7
,
7
8
1

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
1
2
,
3
6
4
,
8
1
2

4
9
,
3
8
2
,
9
6
9

 
ニ
 
 
機
械
及
び
装
置

1
,
7
8
3
,
1
5
1

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
5
3
1
,
6
7
1

1
,
2
5
1
,
4
8
0

 
ホ
 
 
工
具
、
器
具
及
び
備
品

6
6
1

 
　
　
減
価
償
却
累
計
額
　
 
 　

△
2
9
7

3
6
4

 
ヘ
 
 
建
設
仮
勘
定

6
5
,
4
2
1

有
形
固
定
資
産
合
計

5
2
,
8
6
1
,
9
8
6

（
２
）
無
形
固
定
資
産

 
イ
 
 
施
設
利
用
権

1
,
5
2
3
,
7
9
8

無
形
固
定
資
産
合
計

1
,
5
2
3
,
7
9
8

（
３
）
投
資
そ
の
他
の
資
産

 
イ
 
 
そ
の
他
投
資

7
,
0
0
0

投
資
そ
の
他
の
資
産
合
計

7
,
0
0
0

固
定
資
産
合
計

5
4
,
3
9
2
,
7
8
4

２
 
流
動
資
産

（
１
）
現
金
預
金

5
8
6
,
0
6
7

（
２
）
未
収
金

2
7
9
,
5
2
1

貸
倒
引
当
金

△
4
,
0
0
0

2
7
5
,
5
2
1

流
動
資
産
合
計

8
6
1
,
5
8
8

資
産
合
計

5
5
,
2
5
4
,
3
7
2

令
和
６
年
度
 
 
成
田
市
下
水
道
事
業
予
定
貸
借
対
照
表

 
(
令
和
７
年
３
月
３
１
日
)

資
 
 
産
 
 
の
 
 
部
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（
単

位
　

千
円

）

３
 
固

定
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
5
,
5
1
2
,
5
4
9

 
 
 
 
 
充

て
る

た
め

の
企

業
債

 
ロ

 
 
そ

の
他

の
企

業
債

2
9
,
7
4
6

企
業

債
合

計
5
,
5
4
2
,
2
9
5

固
定

負
債

合
計

5
,
5
4
2
,
2
9
5

４
 
流

動
負

債

（
１

）
企

業
債

 
イ

 
 
建

設
改

良
費

等
の

財
源

に
3
6
1
,
8
0
3

 
 
 
　

充
て

る
た

め
の

企
業

債

 
ロ

 
 
そ

の
他

の
企

業
債

5
,
9
3
8

企
業

債
合

計
3
6
7
,
7
4
1

（
２

）
未

払
金

3
2
4
,
4
3
4

（
３

）
引

当
金

 
イ

 
 
賞

与
引

当
金

8
,
4
0
4

引
当

金
合

計
8
,
4
0
4

（
４

）
そ

の
他

流
動

負
債

4
1
0

流
動

負
債

合
計

7
0
0
,
9
8
9

５
 
繰

延
収

益

長
期

前
受

金
5
4
,
0
1
8
,
1
2
1

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△

1
1
,
5
4
4
,
2
8
8

繰
延

収
益

合
計

4
2
,
4
7
3
,
8
3
3

負
債

合
計

4
8
,
7
1
7
,
1
1
7

６
 
資

本
金

4
,
9
3
5
,
6
2
7

７
 
剰

余
金

（
１

）
資

本
剰

余
金

 
イ

 
 
国

庫
補

助
金

1
9
1
,
8
8
9

 
ロ

 
 
県

補
助

金
3
,
9
7
0

 
ハ

 
 
受

益
者

負
担

金
5
3
,
2
5
8

 
ニ

 
 
受

贈
財

産
評

価
額

1
7
9
,
0
0
7

 
ホ

 
 
そ

の
他

資
本

剰
余

金
1
,
1
2
3
,
4
2
4

資
本

剰
余

金
合

計
1
,
5
5
1
,
5
4
8

（
２

）
利

益
剰

余
金

 
イ

 
 
減

債
積

立
金

6
4
,
7
1
9

 
ロ

 
 
当

年
度

未
処

理
欠

損
金

△
1
4
,
6
3
9

利
益

剰
余

金
合

計
5
0
,
0
8
0

剰
余

金
合

計
1
,
6
0
1
,
6
2
8

資
本

合
計

6
,
5
3
7
,
2
5
5

負
債

・
資

本
合

計
5
5
,
2
5
4
,
3
7
2

負
 
 
債

 
 
の

 
 
部

資
 
 
本

 
 
の

 
 
部
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注
記

 

Ⅰ
．
重
要
な
会
計
方
針
 

1
 

固
定
資
産
の
減
価
償
却
の
方
法
 

（
1
）
有
形
固
定
資
産
（
リ
ー
ス
資
産
を
除
く
。）

 

・
減
価
償
却
の
方
法

 
 
 
 

定
額
法
に
よ
る
。
 

・
主
な
耐
用
年
数
 

建
物

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8
 
～
 
5
0
年
 

構
築
物

 
 
 
 
 
 
 
 
1
0
 
～
 
5
0
年
 

機
械
及
び
装
置

 
 
 
 
 
 
6
 
～
 
3
0
年
 

車
両
運
搬
具

 
 
 
 
 
 
 
4
 
～
 
 
5
年
 

工
具
、
器
具
及
び
備
品

 
 
 
5
 
～
 
 
8
年
 

（
2
）
無
形
固
定
資
産
（
リ
ー
ス
資
産
を
除
く
。）

 

・
減
価
償
却
の
方
法

 
 
 
 

定
額
法
に
よ
る
。
 

・
主
な
耐
用
年
数
 

施
設
利
用
権

 
 
 
 
 
 
 
 
 

4
5
年
 

（
3
）
リ
ー
ス
資
産
 

・
所
有
権
移
転
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
 

自
己
所
有
の
固
定
資
産
に
適
用
す
る
減
価
償
却
方
法
と
同
一
の
方
法
に
よ
る
。
 

・
所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
リ
ー
ス
資
産
 

通
常
の
賃
貸
借
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ
た
会
計
処
理
に
よ
る
。
 

2
 

引
当
金
の
計
上
方
法
 

（
1
）
退
職
給
付
引
当
金
 

本
市
は
、
退
職
手
当
組
合
に
加
入
し
て
お
り
、
一
般
会
計
と
の
取
り
決
め
に
よ
り
、
追
加

的
負

担
は
全

額
一
般

会
計
に
お

い
て

措
置

す
る
こ

と
と
な
っ

て
い

る
た

め
、
退

職
給
付
引

当
金
は
計
上
し
て
い
な
い
。
 

（
2
）
賞
与
引
当
金
 

職
員

の
期

末
・

勤
勉
手

当
の
支

給
及

び
こ
れ

に
係
る

法
定
福

利
費

の
支
出

に
備
え

る
た

め
、
当
年
度
末
に
お
け
る
支
給
（
支
払
）
見
込
額
に
基
づ
き
、
当
年
度
の
負
担
に
属
す
る
額

を
計
上
し
て
い
る
。
 

（
3
）
貸
倒
引
当
金
 

債
権

の
不

納
欠

損
に
よ

る
損
失

に
備

え
る
た

め
、
実

績
率
等

に
よ

る
回
収

不
能
見

込
額

を
計
上
し
て
い
る
。
 

3
 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
 

消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
は
税
抜
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。
 

 Ⅱ
．
予
定
貸
借
対
照
表
関
連
 

企
業
債
の
償
還
に
係
る
他
会
計
の
負
担
 

予
定

貸
借
対
照
表
に
計
上
さ
れ
て
い
る
企
業
債
（

1
年
内
に
償
還
予
定
の
も
の
も
含
む
。
）

 

の
う
ち
、
一
般
会
計
が
負
担
す
る
と
見
込
ま
れ
る
額
は

1,
4
7
7
,
2
2
2
千
円
で
あ
る
。
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Ⅲ
．
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
の
開
示

 

成
田
市

下
水
道
事
業
は
、
事
業
全
体
を
も
っ
て
単
一
セ
グ
メ
ン
ト
と
し
て
い
る
。
 

 

Ⅳ
．
リ
ー
ス
契
約
に
よ
り
使
用
す
る
固
定
資
産
 

所
有
権
移
転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
係
る
未
経
過
リ
ー
ス
料
相
当
額
 

１
年
内

 
  
4
,
0
81

千
円
 

１
年
超

 
 1
0
,
0
26

千
円
 

計
 
 
 
 
1
4,
1
0
7
千
円
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令 和 ７ 年 度 成 田 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

実 施 計 画 内 訳 書 

 

 

 

 

 

 

 





1 3,697,346 3,646,970 50,376

1 営業収益 1,575,581 1,514,209 61,372

1 下水道使用料 1,402,536 1,337,126 65,410 1 下水道使用料 1,402,536

2 負担金 172,695 176,823 △ 4,128 1 一般会計負担金 172,598 雨水処理等負担金

2 その他負担金 97 管理費負担金

3 その他営業収益 350 260 90 1 手数料 350 指定工事店申請に関する手数料

2 営業外収益 2,121,765 2,132,761 △ 10,996

1 他会計負担金 180,917 185,206 △ 4,289 1 一般会計負担金 180,917 汚水処理等負担金

2 長期前受金戻入 1,929,425 1,936,110 △ 6,685 1 長期前受金戻入 1,929,425

3 消費税及び地方 10,000 10,000 0 1 消費税及び地方 10,000

消費税還付金 消費税還付金

4 雑収益 1,423 1,445 △ 22 1 下水道用地占用 1,265

料

2 その他雑収益 158 コピー代他

下水道事業収益

目 説　　　　　明

収　　入

１.収益的収入及び支出

（単位 千円）

予定額

前年度

予定額
比較増減 節款　　　項 金　　額

本年度

- 29 -



1 下水道事業費用 3,719,228 3,610,967 108,261

1 営業費用 3,636,423 3,532,343 104,080

1 管渠費 61,657 75,781 △ 14,124 1 給料 7,313 一般職員2名分

2 手当 5,021

3 法定福利費 2,408

4 賞与引当金繰入 1,314 期末・勤勉手当分 1,099

額 法定福利費分 215

9 備消品費 700 管渠関係備消品

16 委託料 38,684

18 賃借料 913 土地借上料

19 修繕費 5,000 管渠関係修繕

28 保険料 304 下水道賠償責任保険料

2 ポンプ場費 171,732 192,307 △ 20,575 1 給料 3,025 一般職員1名分

2 手当 2,703

3 法定福利費 969

説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

管渠清掃委託料他

前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額
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説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額

4 賞与引当金繰入 530 期末・勤勉手当分 445

額 法定福利費分 85

9 備消品費 101 ポンプ場関係備消品

11 燃料費 100 自家用発電機燃料

12 光熱水費 41,714 電気・水道料金

14 通信運搬費 2,413 電話料他

16 委託料 109,388 ポンプ場運転管理委託料他

19 修繕費 9,000 ポンプ場関係修繕

27 負担金 1,730 富里市管理施設維持管理費負担金

28 保険料 59 建物総合災害保険料

3 総係費 196,534 186,270 10,264 1 給料 21,748 一般職員5名分

2 手当 16,376

3 法定福利費 8,439

4 賞与引当金繰入 4,099 期末・勤勉手当分 3,423

額 法定福利費分 676

- 31 -



説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額

7 旅費 50

8 報償費 515 受益者負担金一括納付報奨金他

9 備消品費 284 図書、事務用品他

10 被服費 11

11 燃料費 170 公用車燃料

13 印刷製本費 6 下水道啓発冊子

14 通信運搬費 33 郵送料

16 委託料 105,621 下水道使用料等徴収事務委託他

17 手数料 3,532 下水道使用料等取扱手数料他

18 賃借料 4,088 企業会計システム借上料他

19 修繕費 10 公用車点検・整備

27 負担金 27,506 県営水道給水区域下水道使用料徴収

事務負担金他

28 保険料 46 自動車保険料
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説　　　　　明

（単位 千円）

予定額
比較増減

前年度

支　　出

款　　　項 目 節
本年度

予定額
金　　額

30 貸倒引当金繰入 4,000

額

4 流域下水道事業 871,074 767,045 104,029 1 流域下水道事業 871,074 印旛沼流域下水道事業維持管理費

維持管理費 維持管理費負担金 負担金

5 減価償却費 2,332,426 2,303,181 29,245 1 有形固定資産減 2,227,019 建物 18,165

価償却費 構築物 2,134,323

機械及び装置 74,457

工具器具及び備品 74

2 無形固定資産減 105,407 施設利用権

価償却費

6 資産減耗費 3,000 7,759 △ 4,759 1 固定資産除却費 3,000 機械及び装置

2 営業外費用 78,805 74,624 4,181

1 支払利息及び企 78,305 74,124 4,181 1 企業債利息 77,696

業債取扱諸費 2 借入金利息 609

2 雑支出 500 500 0 1 還付金 500 下水道使用料等過誤納還付金

3 予備費 4,000 4,000 0

1 予備費 4,000 4,000 0 1 予備費 4,000
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1 1,620,303 1,894,484 △ 274,181

1 企業債 1,228,000 1,488,900 △ 260,900

1 企業債 1,228,000 1,488,900 △ 260,900 1 企業債 1,228,000

2 出資金 80,580 73,205 7,375

1 出資金 80,580 73,205 7,375 1 一般会計出資金 80,580

3 補助金 308,740 329,906 △ 21,166

1 国庫補助金 308,740 329,906 △ 21,166 1 社会資本整備総 308,740 下水道施設改築更新事業他

合交付金

4 工事負担金 2,983 2,473 510

1 受益者負担金 2,983 2,473 510 1 受益者負担金 2,983

２.資本的収入及び支出

（単位 千円）

説　　　　　明金　　額

収　　入

資本的収入

目 節款　　　項
本年度

予定額

前年度

予定額
比較増減
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1 1,915,157 2,310,317

1 建設改良費 1,546,416 1,935,611

1 管渠費 679,115 807,222 16 委託料 102,476

27 負担金 2,000

32 工事請負費 574,639

2 ポンプ場費 747,419 999,493 16 委託料 60,181

27 負担金 488,500 調整池築造工事負担金

32 工事請負費 198,738

3 流域下水道事業 90,894 61,568 1 流域下水道事業 90,894 印旛沼流域下水道事業建設費負担金

建設費負担金 建設費負担金

4 事務費 28,988 26,951 1 給料 12,633 一般職員3名分

2 手当 9,023

3 法定福利費 4,950

4 賞与引当金繰入 2,382 期末・勤勉手当分 1,987

額 法定福利費分 395

2,037

管路施設実施設計委託他

ポンプ施設設置工事他

29,326

△ 389,195

△ 128,107

ガス管等移設等工事負担金

管渠整備工事他

ポンプ場施設改築工事委託他

　

（単位 千円）

説　　　　　明金　　額
予定額

支　　出

節

△ 252,074

資本的支出

前年度

予定額
比較増減目款　　　項

本年度

△ 395,160
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（単位 千円）

説　　　　　明金　　額
予定額

支　　出

節
前年度

予定額
比較増減目款　　　項

本年度

5 固定資産購入費 0 40,377 1 有形固定資産 0

購入費

2 企業債償還金 367,741 373,706

1 企業債償還金 367,741 373,706 1 企業債償還金 367,741 企業債償還元金

3 予備費 1,000 1,000

1 予備費 1,000 1,000 1 予備費 1,000

△ 5,965

△ 5,965

0

0

△ 40,377
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